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6. 天然ダムと河道閉塞 
 

 4 学協会報告書 1)では，大小合わせて 50 箇所（図－6.1

参照，四角囲いの数字は地点番号）の河道閉塞箇所につい
て，位置，崩壊斜面の諸元，斜面崩壊の諸元，天然ダムの
諸元，堰止湖の諸元，応急復旧対策，過去の河道閉塞との
比較，水文学的特徴などを整理している。本報告書では，
その後の調査結果として以下を中心にとりまとめる。 

・天然ダムの発生要因・規模特性（6.1節，6.2節） 

・天然ダムの調査および監視（6.3節） 

・河道閉塞の復旧計画とその実施状況（6.4節） 

・天然ダムの地盤工学的性質（6.5節） 

・荒砥沢ダム上流部の地すべり近傍の天然ダム（6.6節） 

 

6.1 天然ダムの発生と基本特性 
 

6.1.1 天然ダムの発生 
 

 天然ダムの規模が明らかな岩手県内の 5事例および宮城
県内の 9 事例の一覧を表－6.1.12)，7)～10)に示す。同表の岩
手・宮城内陸地震の事例 No.1～No.15は，国土交通省東北
地方整備局により天然ダムの規模（堰止長，堰止幅および
概算崩落土砂量）が公表されている 2)。ただし，No.13 の
荒砥沢は巨大崩壊のために規模等が明示されていない。ま
た，これらの 14 事例の位置図を図－6.1.1 に示す。また，
写真－6.1.1～写真－6.1.14 は，それぞれ岩手県内および宮
城県内での公表された河道閉塞の写真をそのまま引用した
ものである 2)。地区名は発表時点のものであり，その後，
整理されて名称が変わっている地区もある。最終的な名称
は表－6.1.1に示す。 

 

 

写真－6.1.1 岩手 1：小川原地区 

（幅 30m，長さ 60m，20千 m3）2) 

 
写真－6.1.2 岩手 2：市野々原地区 

 
図－6.1 主な河道閉塞・流入の位置図 1)（黒■：人工ダム，黄色□：天然ダム，◎：気象庁による震央，○：防災科研による地震計位置，

ピンマーク：産総研による地表地震断層，地図はカシミール 3Dを使用） 
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（幅 200m，長さ 700m，1,730千 m3）2) 
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図－6.1.1 天然ダムの位置図（2008年岩手・宮城内陸地震）2) 

 

 

写真－6.1.3 岩手 3：槻木平地区 

（幅 60m，長さ 100m，80千 m3）2) 

 

写真－6.1.4 岩手 4：須川地区 

（幅 130m，長さ 280m，390千 m3）2) 

 

 

 

写真－6.1.5 岩手 5：産女川地区 

（幅 200m，長さ 260m，12,600千 m3）2) 

 
写真－6.1.6 宮城 1：坂下地区 

（幅 20m，長さ 80m，90千 m3）2) 

 
写真－6.1.7 宮城 2：浅布地区 

（幅 220m，長さ 220m，300千 m3）2) 
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写真－6.1.8 宮城 3：小川原地区 

（幅 200m，長さ 520m，490千 m3）2) 

 

写真－6.1.9 宮城 4：温湯地区 

（幅 80m，長さ 580m，740千 m3）2) 

 

写真－6.1.10 宮城 5：湯ノ倉温泉地区 

（幅 90m，長さ 660m，810千 m3）2) 

 
写真－6.1.11 宮城 6：荒砥沢地区 2) 

宮城⑨ 宮城⑦宮城⑨ 宮城⑦

 

写真－6.1.12 宮城 7：沼倉地区 

（幅 120m，長さ 130m，270千 m3）2) 

宮城 9：沼倉裏沢地区 

（幅 160m，長さ 560m，1,190千 m3）2) 

 

写真－6.1.13 宮城 8：湯浜地区 

（幅 200m，長さ 1,000m，2,160千 m3）2) 

 

写真－6.1.14 宮城 10：河原小屋沢地区 

（幅 170m，長さ 400m，210千 m3）2) 
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6.1.2 天然ダムの形成要因 
 

 本地震の天然ダムの形成特性に関する資料として，国土
地理院による正射写真 3)および地形図 3)が得られており，
それに基づいて天然ダムの形成要因の分析を実施したが 4)，

5)，その結果を再整理すると以下の通りである。 

(1) 形成要因と評価方法 

 地震時の天然ダム形成は沿川斜面の崩壊に関係するが，
斜面崩壊自身に関しては多数の研究が行われている。内田
ら 6)は国内の 46の既往研究成果に基づいて，地形素因とし
て，標高，斜面勾配，斜面方位，偏差，ラプラシアン，地
上開度，地下開度，平均曲率の 8項目を抽出するとともに，
新たに尾根谷度を加え，兵庫県南部地震による六甲山地に
おける崩壊発生の有無の判別分析を行っている。そして，
斜面崩壊危険度の判別の主要因として，勾配と平均曲率を
選定し，地震動誘因としての最大加速度を含めた 3要因に
よる斜面崩壊危険度の判別式を提案しているが，同式では
勾配の寄与度が特に大きく，次いで最大加速度，平均曲率
の順となっている。 

 このように斜面崩壊に係る要因としては，斜面の勾配あ

るいは曲率といった地形要因が一般的であるが，斜面崩壊
が天然ダムの形成に至るか否かの判別のためには，単に斜
面崩壊の有無だけでは不十分であり，崩壊土量，河道形状
などが関係すると思われる。 

 しかし，表－6.1.1に示すように，地震に起因する天然ダ
ムの形成事例が少ないことから，天然ダムの形成に係る諸
要因の吟味は十分とは言えないのが実情である。そのため，
本研究において天然ダムの形成地点に関して抽出した要因
は，既往の研究事例を参考にして，崩壊斜面の勾配，斜面
形状および斜面の方向（＝斜面方向）とするとともに，加
えて，河道の平面形状，震源からの方向（＝震源方向）の
5 要因とした。なお，内田ら 6)は斜面の平均曲率などをメ
ッシュデータから数値化しているが，本研究では簡易判別
を中心とし，斜面勾配だけは目視設定により数値化してい
るが，その他の要因は写真あるいは地形図からの目視判読
としている。 

1) 斜面勾配 

 国土地理院が公表した正射写真 3)および地形図 3)を用い
て，崩壊斜面の主要な崩壊方向を想定することにより，崩
壊前の斜面勾配を算出した。 

表－6.1.1 我が国における地震に起因する天然ダムの事例 2)，7)～10) 

No. 地震名 地区名等 堰止ﾀｲﾌﾟ 土砂移動の形態
堰止幅Ｗ
（ｍ）

堰止長Ｌ
（ｍ）

堰止土量Ｖ
（千ｍ3）

1 岩手１：小河原地区 a 崩壊 30 60 20
2 岩手２：市野々原地区 a 崩壊 200 700 1,730
3 岩手３：槻木平地区 a 崩壊 60 100 80
4 岩手４：須川地区 a 崩壊 130 280 390
5 岩手５：産女川地区 a 崩壊 200 260 12,600
6 宮城１：坂下地区 a 崩壊 20 80 90
7 宮城２：浅布地区 a 崩壊 220 220 300
8 宮城３：小川原地区 a 崩壊 200 520 490
9 宮城４：温湯地区 a 崩壊 80 580 740
10 宮城５：湯ノ倉温泉地区 a 崩壊 90 660 810
11 宮城８：湯浜地区 a 崩壊 200 1,000 2,160
12 宮城10：川原小屋沢地区 a 崩壊 170 400 210
13 宮城６：荒砥沢地区 - - - - -
14 宮城７：沼倉地区 a 崩壊 120 130 270
15 宮城９：沼倉裏沢地区 a 崩壊 160 560 1,190
16 寺野地区 a 地すべり 123 260 303
17 東竹沢地区 a 地すべり 168 320 656
18 天正・（帰雲山） a 土石流 700 600 19000
19 天正・（大白川下流） c 土石流 250 400 1000
20 天正・（大白川上流） c 土石流 300 300 1200
21 天正・（庄川下流） a 崩壊・地すべり 400 750 30000
22 1662年琵琶湖西岸地震 琵琶湖西岸・（町居崩れ） a 崩壊・地すべり 350 362 24000
23 1683年日光・南会津地震 日光・南会津（五十里） c 崩壊・地すべり 700 400 3800
24 1707年宝永地震 宝永・大谷崩れ（大池） c 崩壊・地すべり 500 650 4000
25 善光寺・犀川（岩倉山） a 崩壊・地すべり 650 1000 21000
26 善光寺・柳久保川（柳久保） a 崩壊・地すべり 150 250 650
27 善光寺・裾花川（岩下） a 崩壊・地すべり 300 250 1200
28 善光寺・当信川 a 崩壊・地すべり 250 400 4000
29 立山・鳶崩れ（湯川・泥鱒池） c 土石流 620 700 12000
30 立山・鳶崩れ（真川） c 土石流 600 200 400
31 1891年濃尾地震 濃尾地震・根尾西谷川 a 崩壊・地すべり 235 250 1800
32 1923年関東地震 関東地震・震生湖 a 崩壊・地すべり 120 200 180
33 1949年今市地震 今市地震・七里 a 崩壊・地すべり 50 100 4.5
34 1984年長野県西部地震 王滝村・御嶽山 a 土石流 7 30 1.2
注１）堰止めタイプ　ａ：谷壁斜面の崩壊による、ｂ：本川上流からの土砂流出による、c：支川上流からの土砂流出による
注２）土砂移動の形態　「崩壊or地すべり」：谷壁斜面で表層崩壊や地すべりが発生し、崩壊地の直下で堰止め。「土石流」：谷壁斜面
上部や支渓流で表層崩壊や地すべりが発生し、崩積土が流下して泥流・土石流化し、河道をせき止め。 注３）網掛けは検討対象外。

2008年岩手・宮城内陸地
震

2004年新潟県中越地震

1847年善光寺地震

1586年天正地震

1858年飛越地震
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2) 河道形状 

 斜面の崩壊と崩壊前の河道の形状との関係を把握するた
めに，図－6.1.2のように崩壊斜面に対する河道形状を，形
状 1：凸状，形状 2：やや凸状，形状 3：直線状，形状 4：
やや凹状および形状 5：凹状の 5 つに分類した。そして，
各天然ダムの崩壊前の河道形状は国土地理院の地形図 3)か
ら判別した。 

3) 地形形状 

 斜面の崩壊と崩壊前の地形の形状との関係を把握するた
めに，図－6.1.3のように河道の形状を，形状 1：尾根，形
状 2：尾根状，形状 3：斜面，形状 4：急崖，形状 5：沢状，
形状 6：沢および形状 7：すり鉢状の 7つに分類した。そし
て，各天然ダムの崩壊前の斜面の地形形状は国土地理院の
地形図 3)から判別した。 

4) 斜面方向と震源方向 

 天然ダムの崩壊前の斜面方向と震源方向の関係を把握し

たが，震源方向と比較した斜面の方向は，崩壊前の主たる
斜面に垂直な方向（＝正射方向）である。そして，斜面方
向と震源方向の比較は，両方向の直交性から，図－6.1.4の
A：ほぼ直交，B：ややずれる，C：ずれるおよび D：大き
くずれる，の 4分類とした。ここで，各方向は天然ダムの
位置図および国土地理院の地形図 3)から，十六方位
（±11.25°）の読み取り誤差で判読した。 

 

(2) 諸要因の一次的特性 

 前項の4つの要因を14の天然ダムについて整理したのが
表－6.1.2である。同表に基づいて，天然ダムの形成地点毎
の一次的な分布特性を図－6.1.5～図－6.1.8に示す。 

 図－6.1.5 は崩壊前斜面の斜面勾配の分布であるが，15°

～45°にある天然ダムが 12個所であり，大部分がこの範囲
にある。また，図－6.1.6は天然ダム位置における崩壊前の
河道形状の分布であるが，上位から形状 5（凹状）が 5 個
所，形状 2（やや凸状）が 4個所，形状 1（凸状）が 3箇所
であり，86%がこれらの 3分類に相当する。 

 さらに，図－6.1.7は天然ダム位置における崩壊前斜面の
地形形状の分布であるが，上位から形状 6（沢）が 4個所，
形状 4（急崖）が 3個所，形状 2（尾根状形状）が 3箇所で
あり，71%がこれらの 3 分類に相当している。ここで，前
項で 5 つに分類した崩壊斜面の地形形状は，内田ら 6)のよ
うに斜面の曲率を定量的に算定しておらず，目視判別によ
るが，尾根状地形，つまりマイナスの平均曲率に相当する
場合は 3箇所であるのに対して，平均曲率がゼロに相当す形状4：やや凹状形状3：直線状

形状1：凸状

形状5：凹状

崩壊斜面

河道

形状2：やや凸状

 
図－7.1.2 河道形状の分類方法 

 

形状4：急崖形状3：斜面

形状6：沢形状5：沢状

形状1：尾根 形状2：尾根状

形状7：すり鉢状

河道

斜面

図－7.1.3 地形形状の分類方法 
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22.5°

22.5°

Ａ：ほぼ直交する

Ｂ：ややずれる

Ｂ：ややずれる
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震源

斜面

震源からの方向

斜面の正射方向

図－6.1.4 斜面方向と震源方向の相関の分類方法 

表－6.1.2 天然ダムの諸要因の分類結果 

斜面の正
射方向

震源から
の方向 分類

小河原地区 90 凹状 急崖 南 南東 C

市野々原地区 18 やや凸扇状 斜面 東 南南東 D

槻木平地区 35 凹状 斜面 北北西 南 B

須川地区 16 凸状 沢 北東 西南西 B

産女川地区 25 凹状 すり鉢状 東南東 南西 D

坂下地区 52 凹状 急崖 南南西 南南西 A

浅布地区 28 やや凸状 尾根状 南西 南南西 B

小川原地区 24 凸状 沢 南西 南南西 B

温湯地区 42 やや凹状 急崖 西 南南西 D

湯ノ倉温泉地区 27 やや凸状 沢 南南西 南西 B

湯浜地区 40 凹状 すり鉢状 南西 南西 A

川原小屋沢地区 31 直線状 尾根状 東 南西 C

沼倉地区 16 凸状 沢 南 南 A

沼倉裏沢地区 24 やや凸状 尾根状 北北西 南 B

地形形状

斜面方向と震源方向斜面勾
配

（°）
天然ダムの位置 河道形状
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る急崖地形の場合が 3個所，プラスの平均曲率に相当する
沢地形の場合は 4 箇所となっている。内田ら 6)の判別式に
よれば，勾配の影響が大きいため，平均曲率の正負の影響
は，崩壊危険度の有無の判別に直接的に結びつくわけでは
ないが，図－6.1.7の結果はゼロからプラスの曲率と思われ
る地形でも天然ダムを形成する斜面崩壊の発生を示唆して
いる。 

 図－6.1.8 は天然ダム位置の崩壊前の斜面の正射方向と
震源方向の関係であるが，斜面の正射方向と震源方向のず
れが，±11.25°以内の分類 A が 3 個所，±11.25°～±33.75°の
分類 Bが 6個所であり，64%が±33.75°以内にある。マクロ
な評価であるので断定はできないが，震源方向と斜面方向
の相対関係が斜面崩壊に関係があるようである。 

 

(3) 諸要因の相互関係 

 本項では，内田ら 6)の判別式で影響度が大きいとしてい
る斜面勾配および本研究で定義した河道形状について，斜
面勾配と斜面形状あるいは河道形状の相互関係，河道形状
と地形形状の相互関係を概観する。 

 図－6.1.9は斜面勾配と斜面形状の関係であるが，急崖斜
面では斜面勾配が大きいものの，全体的には斜面勾配と斜
面形状の相関は低い。これは，内田ら 6)の判別式において，
斜面崩壊危険度は斜面勾配の影響が大きく，斜面形状を表
す平均曲率の影響が小さいことと符合しているが，換言す
れば，当該事例でも斜面形状の影響はそれほど大きくない
ことになる。 

 一方，図－6.1.10は斜面勾配と河道形状の関係であるが，
凸状地形では斜面勾配が小さく，凹状地形に遷移するのに
従って斜面勾配が大きくなる傾向が見られる。また，図－
6.1.11 は河道形状と斜面形状の関係であるが，凸状の場合
を除くと，右肩上がりの関係があり，河道形状と斜面形状
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図－6.1.6 天然ダム位置の崩壊前の河道形状 
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図－6.1.7 天然ダム位置の崩壊前斜面の地形形状 
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図－6.1.10 斜面勾配と河道形状 
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図－6.1.11 河道形状と斜面形状 
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が対応する傾向がある。一方，凸状の河道形状の場合の斜
面形状は全てが沢である．これは，凸状の河道形状の地点
は，沢のある後背斜面から流出した土砂により形成された
扇状地地形となっているためである。そのため，図－6.1.10

においても，凸状地点の斜面勾配は小さく算定されている
ことに繋がっている。 

 以上のことから，本文で定義した河道形状は，斜面勾配
あるいは斜面形状に置き換えができると考えられる。 

 

6.1.3 天然ダムの規模特性 
 

(1) 規模の一次的特性 

 前項の 14個所の天然ダムの規模（堰止長，堰止幅および
堰止土量）は表－6.1.1の通りであるが，報告された概算崩
落土砂量は堰止土量と見なしている。天然ダムの形成地点
毎の規模の分布は図－6.1.12～図－6.1.14の通りである。 

 図－6.1.12は堰止幅の分布であるが，11個所（79 %）が
100～200 mの範囲にある。堰止幅は河道の幅に左右される
ため，変動の幅が小さいと思われる．また，図－6.1.13 は
堰止長の分布であるが，11個所（79 %）が 100～600 mの
範囲にあるが，1,000 m に及ぶ事例も見られる。さらに，
図－6.1.14 は堰止土量の分布である。産女川地区だけが格
段に規模が大きいものの，9箇所（64 %）が 200×103～2,000 

×103 m3の範囲にある。 

 

(2) 規模の二次的特性 

 本項では，堰止土量と勾配，斜面形状，河道形状との相
互関係を概観する。図－6.1.15 は堰止土量と斜面勾配の関
係であり，全体的に明確な関係はないが，緩くもなく，急
でもない 20～40°程度の斜面勾配での堰止土量が大きい。
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図－6.1.12 天然ダムの堰止幅 
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図－6.1.13 天然ダムの堰止長 
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図－6.1.14 天然ダムの堰止土量 
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図－6.1.15 斜面勾配と堰止土量 
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図－6.1.16 斜面形状と堰止土量 
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また，図－6.1.16 は堰止土量と斜面形状の関係であり，全
体的に明確な関係はないが，すり鉢状の斜面形状の場合，
堰止土量が比較的大きい。さらに，図－6.1.17 は堰止土量
と河道形状の関係であり，全体的に明確な関係はないが，
やや凸状と凹状の河道形状の場合，堰止土量は比較的大き
い。なお，斜面形状が沢である凸状の河道形状の場合は比
較的小さい。 

 

(3) 規模の定量評価 

 前記の分析 4)では，他の地区と比較して堰止土量が極端
に多い岩手県 5の産女川地区を除いて，斜面崩壊型に分類
した 13 事例の天然ダムに関して形成規模の定量化を試み
ている。そして，斜面崩壊型の場合，堰止長，堰止幅およ
び堰止土量の関係を線形として，平均値あるいは上限値を
式（6.1.1），式（6.1.2）および式（6.1.3）で定式化している。 

Vと Lの関係 

平均 V＝1.76 × L （R2: 0.906） (6.1.1a) 

上限 V＝2.5 × L (6.1.1b) 

VとWの関係 

平均 V＝5.08 × W （R2: 0.535） (6.1.2) 

LとWの関係 

平均 L＝2.99 × W （R2: 0.557） (6.1.3) 

ここに，V：堰止土量（千 m3），L：堰止長（m），W：堰止
幅（m），R2：相関係数である。上式において，相関が高い
のは Vと Lの関係であり，VとWあるいは LとWの相関
は高くない。V と L の関係を平均で評価する場合は式
（6.1.1a）が，上限で評価する場合は式（6.1.1b）が適当で
あるが，両式は図－6.1.18のように図示される。 

 

6.2 地震による天然ダムの形成特性 
 

 既往の地震における天然ダムの既往事例について，田畑
ら 7)は井上ら 8)および旧建設省中部地方建設局 9)が収集し
た事例に最近の事例を追加することにより，約 500年前か
ら西暦 2000年までに発生した 29災害において形成あるい
は決壊した 79件の天然ダムの既往事例を整理している。ま
た，これらの事例以外では，2004年新潟県中越地震（以下，
中越地震と呼ぶ）での 2事例が報告されている 10)，11)。 

 ここでは，岩手・宮城内陸地震の 15事例，田畑らの事例
から抽出した 17事例および中越地震の 2事例の合計 34事
例を基礎資料として，絞り込みを行った 25事例を対象とし
た。これらの 25事例の天然ダムの規模に着目して定量化を
試みた 4)，5)。 

 

6.2.1 対象とする天然ダムの事例 
 

 基礎資料として検討の対象とした地震に起因する天然ダ
ムの事例の一覧を表－6.1.12)，7)～10)に示す。また，No.16 お
よび No.17は中越地震の事例であり，同地震において形成
されたとされる 5事例のうち，本格的な復旧が実施された
代表事例として対象にした。さらに，No.18～No.34は田畑
らにより整理された天然ダムのうちの地震に起因する 17

事例である。 

 同表における「堰止タイプ」と「土砂移動の形態」の分

類は，田畑らの整理を岩手・宮城内陸地震および中越地震
の事例に準用した。ここで，土砂移動形態は岩手・宮城内
陸地震が崩壊，中越地震が地すべりで明確であるが，その
他の既往地震は崩壊と地すべりが区分されていない。 

 ここでは崩壊斜面の直下で形成される天然ダムを対象と
したので，34事例のうちの堰止タイプａ，かつ土砂移動形
態が崩壊あるいは崩落・地すべりによる天然ダムとした。
従って，検討対象として絞り込んだ天然ダムは，表－6.1.1

で網掛けをした 9事例（No.13，18，19，20，23，24，29，
30，34）を除いた 25事例である。 

 

6.2.2 既往地震における天然ダムの規模特性 
 

 表－6.1.1に示した中越地震での 2事例および田畑らが整
理した 9事例の天然ダムの特性を検討した。前者の 2事例
は地すべりによるものであるが，後者の 9事例は表－6.1.1

の土砂移動の形態が崩壊・地すべりとされており，斜面崩
壊型とも地すべり型とも判別ができないので，崩壊・地す
べり型と呼ぶ。なお，天然ダムの規模の定義について，中
越地震の 2事例の天然ダムの最大長および最大幅は，それ
ぞれ堰止長および堰止幅に対応させた。また，堰止土量に
ついて，中越地震では堰き止め土砂量と地すべり土砂量と
が区分されているが，堰き止め土砂量を堰止土量とした。 

 これらの 11事例について，堰止土量と堰止長の関係は図
－6.2.1で得られる。同図を両対数の表記としたのは，既往
の天然ダムにおいて堰止土量に大規模なものが多いこと，
田畑らの整理方法に準じていることによる。崩壊・地すべ
り型天然ダムの平均的な関係は式（6.2.1）で定式化できる。 

V＝7 × 10-7 × L3.703 （R2: 0.800） (6.2.1) 

ここに，V：堰止土量（千 m3），L：堰止長（m）である。
図－6.2.1に示すように，VとLの相関係数は0.800であり，
相関は高い。 

 

6.2.3 地震による天然ダムの規模特性 
 

 岩手・宮城内陸地震および既往地震の天然ダムの比較，
集約化を行う。まず，図－6.1.18 で定式化した岩手・宮城
内陸地震の 13 事例について，図－6.2.1 と同様に両対数で
表記すると図－6.2.2が得られる。同図から，斜面崩壊型天
然ダムについて，堰止土量と堰止長の平均的な関係は式

V= 1.76 L
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（6.2.2）により定式化できる。 

V＝0.180 × L1.333 （R2: 0.862） (6.2.2) 

ここに，V：堰止土量（千 m 3），L：堰止長（m）である。
次に，堰止土量の多い岩手県 5 の産女川地区を加えた岩
手・宮城内陸地震の 14事例および既往地震の 11事例を合
わせた 25 事例について，堰止土量と堰止長の関係は図－
6.2.3となる。同図から，堰止土量と堰止長の平均的な関係
は式（6.2.3）により定式化される。 

V＝0.008 × L1.978 （R2: 0.525） (6.2.3) 

ここに，V：堰止土量（千 m 3），L：堰止長（m）である。
式（6.2.3）は図－6.2.3の実線であるが，岩手・宮城内陸地
震の 13事例の式（6.2.2）の点線と既往地震の 11事例の式
（6.2.1）式の破線とでは分布傾向が異なるので，25事例全
体の相関は高くない。そこで，堰止長が小さい領域では岩
手・宮城内陸地震のデータが多いことから図－6.2.3の点線
により，他方，大きい領域では安全側の破線により代表さ
せることとし，堰止土量の単位を m3に変えた式（6.2.4a）
と式（6.2.4b）の組み合わせにより定式化する。 

60 m ≦ L ≦192 m 

V＝180 × L1.333 (6.2.4a) 

192 m ≦ L ≦1000 m 

V＝7 × 10 – 4  L3.703 (6.2.4b) 

ここに，V：堰止土量（m 3），L：堰止長（m）である。 

 

6.2.4 まとめ 
 

 ここでは，地震時の斜面崩壊を共通の誘因とする天然ダ
ムの形成特性について，岩手・宮城内陸地震および既往地
震について分析した。その結果，事例数は少ないものの，
地震時の斜面崩壊に起因する天然ダムに関して，既往地震
においては 11事例が該当すると見なせ，岩手・宮城内陸地
震の 14事例は新たな事例と追加できるが，それらの発生特
性に関して以下の知見が得られた。 

1) 岩手・宮城内陸地震の斜面崩壊型の天然ダムについて，
斜面勾配，河道形状，地形形状および斜面方向と震源
方向の相関に着目した要因特性および堰止幅，堰止長
および堰止土量の規模特性を明らかにした。なお，本
文で定義した河道形状は，斜面勾配あるいは斜面形状
との相関が見られることから，それぞれに置き換えら
れる。 

2) 岩手・宮城内陸地震の斜面崩壊型の天然ダムでは，堰
止土量と堰止長の平均的な相関関係は式（6.1.1a）ある
いは式（6.2.1）により定式化できる。なお，堰止土量の
上限は式（6.1.1b）により定式化される。 

3) 既往地震の崩壊・地すべり型の天然ダムでは，堰止土
量と堰止長の平均的な相関関係は式（6.2.2）により定式
化できる。 

4) 岩手・宮城内陸地震および既往地震を集約した崩壊・
地すべり型の天然ダムでは，堰止土量と堰止長の平均
的な相関関係は式（6.2.4a）および式（6.2.4b）により定
式化できる。 
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6.3 天然ダムの調査および監視 
 

 地震に起因する天然ダムについて，発生（地点，崩壊土
量など）を予測し，事前に対策をとることは難しく，発生
後の二次災害防止のための緊急対応が主体になると思われ
るが，以下の課題が考えられる。 

1) 天然ダムの構造特性（規模，土質など）の把握法（迅
速かつ精度など） 

2) 湛水湖の水深の把握法（簡易，精度，連続性など） 

3) ダムの安定性（崩壊など）および影響の評価法 

4) 緊急復旧工法（排水工など） 

5) 資機材（排水ポンプ，大型ふとんかごなど）備蓄およ
び緊急対応体制 

 決壊やはん濫のおそれがある天然ダムに対して，図－
6.3.1および表－6.3.1に示す8地区において国土交通省によ
る直轄砂防災害関連緊急事業が実施され，ワイヤーセンサ
ー，水位計，監視カメラなどの観測機器が設置されるとと
もに，排水ポンプの搬入・設置，仮排水路の工事などの対
策が順次実施された。その後，大凡 1ヶ月後の 7月 16日の
発表では，天然ダム（河道閉塞）の対応方針が出され，天
然ダムの状況に応じて次の 3区分の対策が取られることと
なった 12)～14)。 

a) 河道掘削及び床固工工事により河道閉塞（天然ダム）
箇所における決壊・氾濫の可能性を低下させるもの（7

箇所）：市野々原，浅布，小川原，湯ノ倉，湯浜，沼倉，
沼倉裏沢 

b) 河道閉塞（天然ダム）箇所における決壊の切迫性は小
さいものの，今後の降雨に伴う土砂の流出に備え，下
流で待ち受け施設を確保するもの（5 箇所）：産女川，
温湯，槻木平，須川，荒砥沢 

c) 降雨により流路が形成される等，河道閉塞（天然ダム）
箇所における決壊の危険性が低いもの（3 箇所）：小河
原，坂下，河原小屋沢 

 以上のように，川沿いの斜面の崩落による天然ダム（河
道閉塞）について，現時点では事前予測と対策は困難であ
るので，発災時以降の二次災害防止のための迅速な事後対
応が必要である。 

 国土交通省東北地方整備局では比較的規模の大きい 15

箇所の天然ダム（表－6.3.1参照）を対象として，地震直後
から様々な調査や監視を実施し，復旧に役立てている。以
下では主な調査・監視方法について述べる。 

 

(1) 被災規模の把握 

 航空機搭載型レーザープロファイラ（以下，LP）による
調査が実施され，被災後の地形については数 m単位での解
像度の高い地形データが得られている。一例として，図－
6.3.2に湯ノ倉温泉地区の被災後の LPによる地形図を示す。
これと旧地形データを比較することにより，表－6.3.1に示
している天然ダムの規模を測定することができる。ただし，
旧地形に対する LPデータがない場合，2.5万分の 1の地形
図などを用いることになることから，測定精度は落ちるこ
とになる。表－6.3.1に示すデータにおいても，磐井川の下

表－6.3.1 国土交通省が対象としている河道閉塞の諸元（国土交通省東北地方整備局 15）） 

地点番号 河川名 地区名 
堰止幅 
（m） 

堰止長
（m）

崩落土砂量
（千 m3）

監視項目 
（直轄のみ） 

直轄砂防災害関連緊急
事業（直轄災関） 
（応急・本復旧） 

栗駒山系特定緊急砂
防事業（直轄特緊）
（砂防施設整備等）

岩手 1 磐井川 小河原地区 約 30 約 60 約 20   

岩手 2 磐井川 市野々原地区 約 200 約 700 約 1,730
土石流センサー，水
位計，監視カメラ 

河道掘削，護岸工 砂防えん堤工 

岩手 3 磐井川 槻木平地区 約 60 約 160 約 80  砂防えん堤工 

岩手 4 磐井川 須川地区 約 130 約 280 約 390   

岩手 5 産女川 産女川地区 約 200 約 260 約 12,600
土石流センサー，監
視カメラ，雨量計 

河道掘削，除石工 砂防えん堤工 

宮城 1 迫川 坂下地区 約 20 約 80 約 90   

宮城 2 迫川 浅布地区 約 220 約 220 約 300水位計 河道掘削，護岸工  

宮城 3 迫川 小川原地区 約 200 約 520 約 490 河道掘削，護岸工 斜面対策 

宮城 4 迫川 温湯地区 約 80 約 580 約 740
土石流センサー，水
位計，監視カメラ 

除石 砂防えん堤工 

宮城 5 迫川 湯ノ倉温泉地区 約 90 約 660 約 810水位計，監視カメラ
河道掘削，排水ポンプ，
渓流保全工，床固工 

砂防えん堤工 

宮城 6 二迫川 荒砥沢地区 － － －    

宮城 7 三迫川 沼倉地区 約 120 約 300 約 270 河道掘削，護岸工 砂防えん堤工 

宮城 8 迫川 湯浜地区 約 200 約 1,000 約 2,160水位計，監視カメラ渓流保全工，床固工 砂防えん堤工 

宮城 9 三迫川 沼倉裏沢地区 約 160 約 560 約 1,190土石流センサー 河道掘削，護岸工 砂防えん堤工 

宮城 10 迫川 川原小屋沢地区 約 170 約 400 約 210   

図－6.3.1 直轄砂防災害関連緊急事業箇所 15） 
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流部で発生した小河原地区および市野々原地区の天然ダム
については平成 18 年度に実施した LP データと被災後の
LPデータを比較することで各諸元を測定している。それ以
外の地点については旧地形データとして 2.5 万分の 1 の地
形図を用いている。今後，現在の地形に対する LP データ
の蓄積が進んでいるが有効利用のためにデータベース化が
必要である。 

 

(2) 監視体制 

 表－6.3.1 に示すように規模が比較的大きい河道閉塞に
対して，土石流センサー，水位計，雨量計，監視カメラに
よる監視が地震発生直後の 2008年 6月末から 7月末にかけ
て開始されている。迫川では宮城県の雨量計（湯浜，温湯，
駒ノ湯，耕英）や土石流センサー（温湯）と連携して監視
を行っている。これら水位計や監視カメラのデータは東北
地方整備局のホームページ 16)を通じて現在（2009年 12月）
も公開されている。この監視は栗駒山系特定緊急砂防事業
による砂防施設整備が終了するまで継続される予定である。 
 天然ダムにより堰き止められて，俄かにできた湛水湖で
は，上流からの流水により水位が上昇し，越流あるいは浸
透破壊により天然ダムが崩壊し，下流への二次災害を発生
させることが危惧される。そのため，湛水湖の水深変動を
簡易かつ迅速に行うことが必要であるが，山間部で発生し
た天然ダムの水位計測のための水位計設置では，人の立ち
入り，資機材の搬送，電源・通信施設の確保などの課題が
あり，迅速な対応には困難が伴う。迫川上流に位置する湯
ノ倉温泉地区および湯浜地区では最寄りの国道 398号線か
らのアクセスが悪いことから，監視は 2008年 7月に入って
から開始されている。両地区での水位観測は衛星通信を活
用した「土研式投下型水位観測ブイ」17)によって行われて
いる。 

 本地震の天然ダムに対して独立行政法人土木研究所は山
間部で発生し，人跡未踏といった天然ダムの水位計測のた
めに，ヘリコプターから投下し，水位観測データの送信が
可能な投下型水位観測ブイ（実願 2008-008836）を開発し，
本地震において活用している。このブイに必要とされた機
能は，①ヘリコプターで空輸し投下設置ができること，②
人が地上に降り立っての機器調整が不要なこと，③水位計
の測定範囲が十分あること，④ブイに通信装置，電源装置
を収容できること，⑤衛星通信を利用してデータ伝送でき
ること，⑥内臓バッテリーで必要期間駆動することなどで
ある。 

 今回使用された投下型水位観測ブイは，図－6.3.3あるい
は写真－6.3.1のように，ブイ，ケージ，ケーブル，水位セ
ンサーなどから構成され，運搬時はケージ内にブイが収容
され，空輸し易くなっている。水中投下後はケージと水位
センサーが河床に沈み，ブイはケージから分離して水面に
浮上するとともに，ケージから水深に応じた長さのケーブ
ルが繰り出される。観測された水位データは，ブイに収容
された伝送装置から通信衛星を通じて，設定された時間間
隔で管理者にメール配信される。今回使用された衛生通信
方式は，数十機の低軌道衛星を使用しており，比較的狭隘
な山間部でも安定した通信が確保でき，指向性アンテナが
不要であったとのことである。今回使用した水位計の測定

可能範囲は 10mであるので，この範囲で測定可能な水深の
地点を探し，水面上 10mに降下したヘリコプターからケー
ジを吊り降ろして着水，沈下させている（写真－6.3.1参照）。 
 水位計が設置されたのは湯浜地区の天然ダムであるが，
天然ダムの水位変動がリアルタイムで遠隔監視でき，最新
の技術を駆使して効果的に行われた。湯浜，湯ノ倉の両地
点の水位データは東北地方整備局のホームページ 16)を通
じて現在（2009 年 12 月）も公開されている。陸上でのア
クセスが困難な山間部において迅速に監視する手段の一つ
として有用と思われる。 

図－6.3.2 湯ノ倉温泉地区の LPによる地形図 

（国土交通省東北地方整備局） 

 
図－6.3.3 投下型水位観測ブイの設置方法 17) 

写真－6.3.1 投下型水位観測ブイの外観（左） 

および設置後のブイ浮上状況（右）17) 
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 陸上でのアクセスが困難な地区があることや河道閉塞箇
所が広範囲にわたっていることから，地震直後からヘリコ
プターによる監視も継続して行われている。地震発生後 1

年間で計 44回実施され，降雨や雪解けによる出水状況にあ
わせて実施されている。標準的な飛行ルートは，花山ダム
から迫川上流，荒砥沢ダム，沼倉地区からドゾウ沢上流，
産女川上流から須川地区，磐井川上流から下流に至るもの
である。各地点における空撮写真は東北地方整備局のホー
ムページ 16)を通じて現在（2009年 12月）も公開されてい
る。 

 

6.4 河道閉塞の復旧計画とその実施状況 
 

 表－6.3.1に示した河道閉塞箇所に対して，国土交通省東
北地方整備局は， 

・直轄砂防災害関連緊急事業（直轄災関）：応急復旧および
本復旧が対象で 2010年 3月まで。 

・栗駒山系特定緊急砂防事業（直轄特緊）：砂防施設等の整
備が対象で 2009年から約 5年間。 

の事業を計画・実施している。ここでは主にこれらの国土
交通省東北地方整備局による復旧について述べる。 

 なお，被災地の多くは国有林であり，河道閉塞を引き起
こした斜面崩壊については林野庁東北森林管理局が復旧を
行っている。川原小屋沢地区，荒砥沢地区，尿前川など一
部の河道閉塞（図－6.1 中の地点番号 5-6，8-9，11，44-49

など）については林野庁東北森林管理局が河道掘削や砂防
えん堤工などの対策 18)を実施している。 

 

6.4.1 応急復旧および本復旧（直轄災関） 
 地震直後の 2008年 6月から 2010年 3月までに実施され
た国土交通省東北地方整備局による直轄砂防災害関連緊急
事業の対象となった地点（表－6.3.1に示す 9箇所）につい
て応急復旧と本復旧の概要を述べる。表－6.4.1に各地点に
おける工程の概要を示す。 

 

(1) 市野々原地区（岩手 2） 

 市野々原地区では，磐井川右岸の比較的緩斜面が地すべ
り的に崩壊し，併せて約 860m にわたって磐井川が堰き止
められた。推定崩壊土量が 173万m3である上流側の市野々
原の天然ダムの堤長は約 700m であり，磐井川流域では最
大長である。地すべり性崩壊のため天然ダム堤体の乱れは
比較的少なく，天然ダムの透水性は低いと推定できる。ま
た，天然ダムの堤幅も広く，河床勾配も比較的緩やかであ
ることから，長さ 1kmを超える大きな堰止湖が発生してお
り，堰止湖の規模としては今回の地震で最大規模のもので
ある。 

 2008 年 6 月 17 日に応急復旧工事に着手している。同 6

月 19日から 20日にかけてポンプ 6台を順次敷設および稼
働を開始し，さらに並行して仮排水路の掘削を 24時間体制
で進めている。崩壊土を避ける形で左岸側の地山を掘削し
て排水路を施工している。同 6月 21日に仮排水路による通
水を開始し，同 8月 15日に仮排水路が完成している。仮排
水路の完成によって越流や堰止湖の大きな水位上昇は発生
していない。 

 2009年 1月 29日に本復旧工事に着手している。図－6.4.1

に本復旧工事の平面および横断の模式図を示す。排水路を

表－6.4.1 応急復旧の工程（国土交通省東北地方整備局） 

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

沼倉地区

産女川地区

浅布地区

小川原地区

温湯地区

湯ノ倉温泉地区

地区名地点番号

4

7

24

27, 28 市野々原地区

2

3

10

16, 17

18

湯浜地区

沼倉裏沢地区

：応急復旧

2008年 2009年 2010年

：本復旧

 

図－6.4.1 市野々原地区（岩手 2）の本復旧の平面・横断図 

（国土交通省東北地方整備局） 

 

写真－6.4.1 市野々原地区（岩手 2）の本復旧後の流路 

（撮影：国土交通省東北地方整備局，2009/11/17） 
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拡幅するため平行する国道 342号線の付替工事（L=310m）
を行い，新たな河道（河床幅 20m，L=410m）を掘削し，2009

年 12 月 3 日には新河道への転流が行われている（写真－
6.4.1）。 

 

(2) 産女川地区（岩手 5） 

 磐井川の支流である産女川の河道閉塞は崩壊土砂量（約
1260 万 m3）としては今回の地震では最大規模のものであ
り，産女川を約 260m にわたって堰き止めている。なお，
左岸側の崩壊部源頭部から流下下端までの距離が約 2km

と長くなっているのは，崩壊土の一部が土石流となって流
下したためと思われる。 

 天然ダムへのアクセスは困難なため，2008年 6月 25日
より下流域の複数の既設砂防えん堤の除石を実施し，同 11

月 27日に完了している。 

 

(3) 浅布地区（宮城 2） 

 浅布地区では長さ約 220m にわたって一迫川が堰き止め
られた。堰止湖の長さは約 330m（2008年 6月 18日撮影の
航空写真 3）より測定）であり，上流部側にある水無橋付近
の落差はみえなくなっている。崩壊土は土砂が主体である
が，φ1.0mを越える巨レキも存在している。 

 2008年 6月 17日に応急復旧工事を開始し，同 6月 22日
には既設水路が，同 6月 25日には延長約 200mの仮排水路
が通水している。同 8月 29日に仮排水路が完成している。 
 2009年 2月 17日に本復旧工事に着手し，断面を拡大し
た本復旧の排水路（底面幅 30m，深さ 5.1m）工事を実施し
ている（写真－6.4.2）。本復旧工事の内容は渓流保全工
（L=188m），床固め工（1基），帯工（1基），根固め工であ
り，2010年 2月 17日完成予定である。 

 

(4) 小川原地区（宮城 3） 

 小川原地区では長さ約 520m にわたって一迫川が堰き止
められた。堰止湖の長さは約 600m（2008年 6月 18日撮影
の航空写真 3）より測定）であり，左岸側の水田の一部は冠
水している（同 6月 28日）。崩壊土は川から約 100m離れ
た国道 398号線を越え，民家のすぐ脇まで堆積しており，
崩壊土の流下距離が長い点が特徴である。崩壊土は土砂が
主体であるが，φ1.0mを越える巨レキや倒木も存在してい
る。 

 2008年 6月 17日に応急復旧工事を開始し，同 6月 27日
には延長約 475mの仮排水路が通水している。同 8月 29日
に仮排水路が完成している。 

 2009年 2月 5日に本復旧工事に着手し，断面を拡大した
本復旧の排水路（底面幅 30m，深さ 5.0m）工事を実施して
いる（写真－6.4.3）。本復旧工事の内容は渓流保全工
（L=356m），帯工（2 基），根固め工であり，2010 年 2 月
17日完成予定である。 

 

(5) 温湯地区（宮城 4） 

 温湯地区では，一迫川沿いの急傾斜地で比較的小規模な
斜面崩壊が多発し，崩壊土が流入しているが，大きな堰止
湖は発生していない。 

 2008 年 6 月 27 日より 2 基の既設えん堤の除石工（約

20,000m3）を実施し，同 10月 20日に完了している（写真
－6.4.4）。同 10月 24日に発生した湯ノ倉温泉の大規模侵食
では約 10万 m3の土砂が流出したが，これらの対策によっ
て温湯地区で流出土砂が捕捉され下流域への影響を防ぐこ

写真－6.4.2 浅布地区（宮城 2）の本復旧後の排水路 

（撮影：国土交通省東北地方整備局，2009/12/11） 

 

写真－6.4.3 小川原地区（宮城 3）の本復旧後の排水路 

（撮影：国土交通省東北地方整備局，2009/12/11） 

 

除石範囲

下流側既設堰堤

上流側既設堰堤

除石後

Ｈ２０.
除石完了

写真－6.4.4 温湯地区（宮城 4）の除石工 

（撮影：国土交通省東北地方整備局） 
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とができた。この影響で満砂となったため，その後同 11

月に再度除石を実施している。 

 

(6) 湯ノ倉温泉地区（宮城 5） 

 湯ノ倉温泉地区では長さ約 660m にわたって一迫川が堰
き止められた。堰止湖の長さは約 700m（2008年 6月 28日
撮影の写真より測定）であり，湯ノ倉温泉の旅館の建物（2

階建て）は屋根だけが見える状態である。崩壊土砂量は 81

万 m3 と推定されており，一迫川流域の河道閉塞では二番
目の規模である。図－6.3.2の LPよる被災後の地形と旧地
形（2.5万分の 1地形図）の比較によると，天然ダム底部の
長さは約 660m，最大高さは約 30m である。崩壊土は山頂
付近の溶結凝灰岩とその下の凝灰岩からなり，土砂が主体
であるが，φ1m を越える巨レキや倒木も多くみられる。
湯ノ倉温泉では降雨の影響により越流が度々発生しており，
天然ダムの天端標高 395.4mに水位が達した回数は 2008年
11月までに 5回ある。同 10月 24日の越流時には大規模侵
食が発生した。同 24日 2:00～21:00間の累加雨量が 106mm

に達しており，これは地震以後最大の連続雨量となってい
る。この越流による天然ダムの侵食により，堰止湖の水位
は 10m程度低下した。 

 現地へのアクセス道路がなく，工事用道路の造成に時間
がかかることから，当初は重機の搬入にヘリコプターを用
いている。2008年 7月 5日にポンプ排水を開始し，同 8月
12日には右岸側の仮排水路による通水を開始した。その後，
2 本目の排水路が計画されていたが，水位が急激に上昇し
た 10月 24日に堤体が侵食された。これにより水位低下に
より天然ダムの浸透破壊に対する危険性は低くなったが，
新たに形成された水路がさらに侵食される可能性があるた
め，ダム流下端部の耐侵食性を高めるための帯工を同 11

月 20日に設置した。 

 本復旧でもさらに帯工を追加し 5基を設置するとともに，
左岸斜面の安定化のための斜面整形を実施し，2009 年 11

月 30日に本復旧工事を終了している（写真－6.4.5）。 

 

(7) 湯浜地区（宮城 8） 

 湯浜地区では長さ約 1,000m にわたって一迫川が堰き止
められた。堰止湖の長さは約 500m（2008年 6月 16日撮影
の航空写真 3）より測定）であるが，湛水量は約 785 万 m3

であり一迫川流域の河道閉塞では最大規模である。また，
崩壊土砂量は 216 万 m3と推定されており，これも一迫川
流域の河道閉塞では最大規模である。崩壊土は軽石質凝灰
岩，溶結凝灰岩を主として，φ50cm～200cmの岩塊が表面
を覆っており，倒木も含まれている。越流した回数は 2008

年 11月までに 5回であり，越流回数は湯ノ倉温泉と同様で
あるが，越流時を除いて水位変化は小さい。湯浜地区では
湯ノ倉温泉とは異なり，越流時に堤体が大きく侵食される
ことはなく，天然ダム表面に自然水路が形成されている。 

 湯浜は湯ノ倉温泉よりもさらにアクセスが悪く，地形が
急峻であることから，2008年 9月 29日に工事用道路の造
成に着手し，そのまま冬季間の工事休止となった。2008年
度には水位観測や天然ダムの監視は行われているものの，
応急復旧工事はなされていない。 

 本復旧は 2009年春より実施し，湯ノ倉温泉同様に堤体下

流部に床固め工（4基），帯工（2基）が設置され，2009年
12月 15日に完成している（図－6.4.2）。 

 

写真－6.4.5 湯ノ倉温泉地区（宮城 5）の本復旧後の排水路 

（撮影：国土交通省東北地方整備局，2009/11/28） 

 

床固め工 ４基

帯工 ２基

崩落土堆積厚
約５０ｍ

模式図

図－6.4.2 湯浜地区（宮城 8）の本復旧断面の模式図 

（撮影：国土交通省東北地方整備局，2009/10/30） 

 

写真－6.4.6 沼倉地区（宮城 7）の本復旧後の流路 

（撮影：国土交通省東北地方整備局，2009/11/6） 
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(8) 沼倉地区（宮城 7） 

 沼倉地区は三迫川左岸側の斜面崩壊によって生じた河道
閉塞であり，行者の滝のすぐ上流部に位置している。斜面
崩壊が発生した斜面の傾斜は約 19 度であり比較的緩い斜
面となっているのが特徴である。また，閉塞土には岩塊等
はほとんど認められず土砂が主体となっており，大量の流
木が混在している。 

 2008年 7月 1日より倒木処理や仮排水路整備に着手し，
同 9月 30日に仮排水路が完成している。 

 2009 年 1 月 28 日に本復旧に着手し，渓流保全工
（L=247m）を 2010年 2月 17日に完了する予定である（写
真－6.4.6）。 

 

(9) 沼倉裏沢地区（宮城 9） 

 沼倉裏沢地区は御沢沿いの右岸側および少し下流の左岸
側の斜面崩壊によって生じた河道閉塞であり，両者の崩壊
土はほぼ連続している。上流側の沼倉裏沢の斜面崩壊は規
模が比較的大きく，崩壊土量は約 119万 m3，天然ダムの堤
長は約 560m と見積もられている。なお，下流の栗駒ダム
では 2008年 6月 21日午前 0時 30分に約 37万 m3の流入
が観測されている 19)。このため，ダムの水位は約 90cm上
昇したが，事前に放流をして空容量を確保していたため下
流への影響はなかった。ダムが砂防機能を果たした一例で
ある。この流入の原因は沼倉裏沢の天然ダムの越流（写真
－6.4.7）によると考えられている。実際，同 6月 28日時点
では天然ダム表面に自然水路が形成されている。 

 2008年 7月 1日より倒木処理や河道修正を実施しており，
同 10月 24日に完了している（写真－6.4.8）。 

 

6.4.2 今後の対策 
 本復旧に引き続き栗駒山系特定緊急砂防事業（直轄特緊）
として，今後 5年間の計画で砂防施設等の整備が実施され
る予定である。表－6.2.1に示す 8箇所（1箇所は斜面対策）
ではその下流部に砂防えん堤の設置が予定されている。こ
れらの砂防えん堤の設置位置を図－6.4.3に示す。なお，図
には示していないが，磐井川・産女川（岩手県），迫川・三
迫川（宮城県）では県による災害補助事業として砂防えん
堤が計画されている。 

 

6.5 天然ダムの地盤工学的性質 
 

 斜面崩壊によって発生する天然ダムの性質は斜面崩壊の
形態に影響される。市野々原地区のように地すべりブロッ
クが堤体となる場合や湯浜・湯ノ倉地区などのように岩盤
斜面の崩壊土が堤体となる場合もある。また，崩壊土にも
巨レキや倒木が含まれている場合もあるなど，天然ダムの
構成土は斜面崩壊の流下距離の影響も受けている。ここで
は，比較的規模の大きい湯ノ倉温泉地区の天然ダムを一例
として，天然ダムの地盤工学的性質について述べる。 

 湯ノ倉地区の崩壊土は左岸斜面の山頂付近の溶結凝灰岩
とその下の凝灰岩からなる。土砂が主体であるが，φ1m

を越える巨レキや倒木も多くみられる（写真－6.5.1）。崩壊
土より採取した試料より得られた粒径加積曲線を図－6.5.1

に示す。図に示すように土砂には細粒分が多く含まれるこ

とがわかる。このため締固め試料に対する透水係数は 2.3 × 

10-6 cm/sと小さい値なっている。 

 図－6.5.2に示す堤体天端において 2009年 10月にボーリ

写真－6.4.7 沼倉裏沢地区（宮城 9）の越流状況 

（撮影：国土交通省東北地方整備局，2008/6/20～21） 

 

写真－6.4.8 沼倉裏沢地区（宮城 9）の復旧後の流路 

（撮影：国土交通省東北地方整備局，2008/10/8） 

 

図－6.4.3 国土交通省（直轄特緊）による砂防えん堤の計画位置

（国土交通省東北地方整備局，地図はカシミール 3Dを使用）
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ングおよび原位置試験を実施した。ボーリング柱状図およ
び標準貫入試験による N値の深度分布を図－6.5.3に示す。
深度約 22mで旧河床堆積物が現れており，それ以浅が崩壊

土で構成されている。N値の分布に示すように表層 10m程
度はレキ当たりも少なくN値は 10～20程度である。なお，
表層 2m 程度は復旧工事において堤体を整形した影響があ
り乱れている可能性がある。深度 10m以深ではレキ当たり
が多くなり，深度 17mあたりで再び N値が 20前後となっ
ている。これより表層 10mの範囲では径の大きい岩塊が少
ないが，これより深い深度では岩塊の比率が大きくなって
いると思われる。図－6.5.2に示すように調査地点は崩壊し
た斜面の直下に位置していることから，斜面崩壊によって
発生した岩塊が先に堆積し，その後，比較的粒径の小さい
崩落土が堆積した可能性がある。また，同ボーリング孔を
用いて実施したダウンホール法による PS 検層の結果，N

値の深度分布に対応して，表層 10mでは S波速度が 340m/s

であるが，それ以深では 540m/sと大きくなっている。2008

年 10月 24日の大規模侵食では，堤体が 15m程度低くなっ
ており，表層の土砂分の多い比較的緩い層に加えて岩塊の
多い比較的堅い層も侵食されたと考えられる。 

 

写真－6.5.1 湯ノ倉温泉地区の天然ダムの堤体表面 

（撮影：株木宏明（東北大学），2008/7/20） 

 

 
図－6.5.1 湯ノ倉温泉地区の崩壊土の粒度分布 

 

図－6.5.2 湯ノ倉温泉地区におけるボーリング位置図 

図－6.5.3 湯ノ倉温泉地区におけるボーリング柱状図 
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6.6 荒砥沢ダム上流部の地すべり近傍の天然ダム 
 荒砥沢ダム上流部の大規模地すべり近傍では，地すべり
発生直後，複数の天然ダムが形成されたが，その後の降雨
などの影響により地すべり土塊を取り囲むように多くの堰
止湖が形成されている。しかしながら，地震直後には確認
できなかった天然ダム（地すべり土塊の東側）については，
4 学協会報告書 1)では記述されていない。そこで，ここで
は地震直後には確認できなかった天然ダムを含めて，大規
模地すべり近傍での天然ダムについて整理する。 

 これら天然ダムの多くは地すべり土塊の末端部に集中し
て認められた。本地域では，小規模な河川が地すべり土塊
によって閉塞された影響で形成された小規模な天然ダムが
多く，地すべり土塊を囲む様に U字状に分布する。 

 荒砥沢地すべり近傍の天然ダムは小規模なこと，周辺に
は人家はなく，下流側には荒砥沢ダムがあること等から河
道閉塞に対する対策は取られていない。 

 以下に荒砥沢地すべりで発生した 8箇所の天然ダムの記
録を示すとともに，図－6.6.1にそれらの位置を示す。 

 

(1) 土塊東側天然ダム①（写真－6.6.1） 

 右ヨモギクボ沢が地すべり土塊によって閉塞されたため
に形成された天然ダム。震災翌日の 2008年 6月 15日の写
真では確認できない。 

 

(2) 土塊東側天然ダム②（写真－6.6.2） 

 右ヨモギクボ沢の支流が地すべり土塊によって閉塞され
たために形成された天然ダム。震災翌日の 2008年 6月 15

日の写真では確認できない。 

 

(3) 土塊東側天然ダム③（写真－6.6.3） 

 右ヨモギクボ沢の支流が地すべり土塊によって閉塞され
たために形成された天然ダム。震災翌日の 2008年 6月 15

日の写真では確認できない。 

 

(4) 土塊東側天然ダム④（写真－6.6.4） 

 荒砥沢地すべりの東側に位置する天然ダム。大きな沢を
閉塞された結果にできた天然ダムではなく，移動土塊が山

図－6.6.1 荒戸沢天然ダム近傍天然ダム位置図（背景には国土地理院 3）の空中写真使用） 

写真－6.6.1 天然ダム①を下流側（南側）から撮影 

 

写真－6.6.2 天然ダム②を西側から撮影 
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にぶつかった際にできた凹地に水が貯まった天然ダム。震
災翌日の 2008年 6月 15日の写真では確認できない。 

 

(5) シツミクキ沢天然ダム⑤（写真－6.6.5） 

 荒砥沢地すべり土塊の西側に位置する天然ダム。地すべ
り土塊西側から流れるシツミクキ沢が地すべり土塊により
閉塞された影響で形成された。今回，荒砥沢地すべりによ
って形成された天然ダムの中で最も規模が大きい。震災翌
日の 2008年 6月 15日の写真には映っているが，2008年 6

月 21日に現地調査に行った際には既に決壊していた（写真
－6.6.6）。 

 

(6) 土塊西側天然ダム⑥（写真－6.6.7） 

 本天然ダムは，移動土塊内に位置する。元々ヒアシクラ
沢が流れていた沢上に位置することから，ヒアシクラ沢閉
塞による天然ダムとみることができる。後日決壊し，天然
ダム内の水はすべて流出した。 

 

(7) 土塊西側天然ダム⑦（写真－6.6.8） 

 本天然ダムは，移動土塊と山地斜面の境界部に位置する。
⑥同様に元々ヒアシクラ沢が流れていた沢上に位置するこ
とから，ヒアシクラ沢閉塞よる天然ダムとみることができ
る。震災翌日の 2008年 6月 16日の写真では確認できない
ことから，斜面からの水の供給もあったと推定される。 

 

(8) 土塊西側天然ダム⑧（写真－6.6.9） 

 ヒアシクラ沢が地すべり土塊によって閉塞された影響で
形成された天然ダム。震災翌日の 2008年 6月 15日の写真
には映っているがその後の土砂流入により著しく形が変形
した。 

 

写真－6.6.3 天然ダム③を西側から撮影 

 

写真－6.6.4 天然ダム④を下流側から撮影 

 

 

写真－6.6.5 天然ダム⑤を下流側から撮影 

 

 

写真－6.6.6 天然ダム⑤閉塞部（決壊部は大きくえぐれている）

 

 

写真－6.6.7 天然ダム⑥を上流側から撮影 

 

写真－7.6.8 天然ダム⑦を東側から撮影 

 

写真－6.6.9 天然ダム⑧を東側から撮影 
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